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研究成果の概要（和文）：公益財団法人家計経済研究所『消費生活に関するパネル調査』を活用し、日本におけ
る1990～ 2010年代での世帯間・世帯内資源配分問題、①妻の働きが所得の世帯間格差に与える影響、②消費の
世帯内格差に関する実証研究を行った。分析の結果、妻の稼得所得が、世帯間の所得格差を縮小させ、出産前後
に妻が就業継続することでも、世帯間での格差が縮小することが確認された。また通常の等価尺度を想定した不
平等度尺度と各世帯員の消費情報に基づいて計算した不平等度尺度を比較すると、前者では尺度の数値が過小推
定され、また後者の尺度を利用すると、妻が就業し世帯内の所得源泉の変化が世帯内格差を解消することが確認
された。

研究成果の概要（英文）：We conducted empirical analysis on about between-households / 
intra-household resource allocation problem between the 1990s and the 2010s (the measure of the 
impact of wife's employment on income disparities and on consumption disparity).
As a result of the analysis, we confirmed that wife's employment income reduces the income disparity
 between households, and the wife continuing to work before and after childbirth has same effect in 
recent years.
And we compare the inequality scale(Scale A) assuming the adult equivalence scale and the inequality
 scale calculated based on the consumption information of each household member(Scale B). As a 
result, "ScaleA" underestimates the level of individual consumption inequality by between 10% and 20
%. And we confirmed that increase of the wife's wage decreases the consuption disparity within 
household.

研究分野： 労働経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 1990 年代以降、「共働き世帯(夫妻共に雇
用者)」の数が増加し「片働き世帯(男性雇用
者と女性無業者)」の数を上回り、増加の一途
を辿っている。世帯内における稼得者として
の妻の存在が大きくなることで、世帯間、世
帯内それぞれにおいて、所得ないし資源配分
における格差の変容を観察することは重要
な課題といえる。 
まず、世帯間における所得格差への影響に
ついて考える。従来、ダグラス＝有澤の第二
法則と呼ばれる妻の就業と夫の所得には負
の相関があるという法則があり、この法則が
成立している場合、妻の就業は夫の所得を補
完することで、夫の所得で見たときの世帯の
所得格差が大きくても、妻と夫の所得の合計
で見た場合、所得格差が縮小する可能性があ
る。しかしながら、ダグラス＝有澤の第二法
則が成立しない場合、夫妻所得で見たときの
所得格差は更に拡大する可能性がある。近年、
高所得者の夫を持つ妻の有業率が高くなっ
ており、ダグラス＝有澤法則が認められない。
妻が就業することで、有配偶世帯の世帯所得
(夫妻所得)の格差は広がるのか。1990 年代か
ら直近の 2010 年代までのデータを用いて、
検証したい。 
 

(2) 次に、妻の就業行動(に伴う所得の獲得)
が世帯内における消費格差への影響につい
て考える。妻の就業率ならびに稼得所得が上
昇しつつある昨今、彼女たちが家計の意思決
定に深く関与していることが想像に難くな
い。 
これまでの経済学の枠組み(Unitary Model)
では、家計は単一の意思決定主体のもと行動
が選択され、また Adult Equivalence Scale
に代表されるように世帯員間における分配
が平等と想定されてきた。しかし近年、有配
偶世帯における稼得者が増加し、所得源泉の
多様化している現在、世帯が単一の意思決定
主体によると考えるより、各世帯員が各々の
選好を保有することを想定した、Collective 
Model（Chiappori 1988; 1992）に基づいた
行動をとっていると考えた方が望ましいよ
うに思われる。近年における有配偶女性の就
業がもたらす、わが国の有配偶世帯における
世帯内における資源配分の構造に関する分
析を行うことは、重要な課題と考えらえる。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究の目的と意義について論じたい。
本研究の目的は二つあり。第一の目的は、妻
の稼得所得および継続就業が世帯所得格差
に与える影響を考察することである。この研
究の意義は、第一に、妻の就業率の上昇し、
世帯所得において妻の稼得所得の持つ意味
が変わりつつあり、重要性を高めていること
が挙げられる。第二に、日本の家庭類型別一
般世帯数の半数は「夫婦のみ」やあるいは「夫
婦と子どものみ」などからなる核家族世帯か

ら構成されており、30 代以上の現役勤労世帯
では、夫婦を核とする世帯構成の割合はさら
に高まる。このことから、妻の所得が夫妻単
位の所得格差に対し、どのような影響を持つ
かを精査することは、社会全体の所得格差の
解明にも通じる。第三に、近年日本でも育児
休業制度などのワーク・ライフ・バランス施
策が企業や社会において普及しつつある。ワ
ーク・ライフ・バランス施策の目的の 1 つは
女性の継続的な就労支援である。本研究によ
り、ワーク・ライフ・バランス施策の意義を
所得分配の観点から検討することができる。 
 
(2) 第二の目的は、妻が就業することによる
有配偶世帯での所得源泉の増加は、世帯内に
おける資源の配分にどのような影響を与え
たのか、日本の有配偶世帯における世帯内資
源配分問題、特に夫妻間での消費格差の変容
を明らかにすることである。 
 この研究の意義は、妻が稼得者となること
で、世帯内における彼女たちの Bargaining 
Power を高め、世帯内(特に夫妻間の)資源配
分のあり方に着目している点にある。これま
での消費の分配に関する先行研究では個人
レベルの消費を計測する際に、 Adult 
Equivalence Scale を用いて、消費を世帯員
毎で等分とし、世帯内における消費格差はな
いものと扱ってきた。しかしながら、有配偶
世帯において、妻が稼得者としての立場が大
きくなった現在、寧ろ世帯構成員各人間の交
渉の下で意思決定が行われていると考える
のが自然ではないだろうか。また、政策的な
意義としては、日本の家計行動を分析する際
に Unitary Model が妥当であるのか、あるい
はCollective Modelが適しているのかを識別
することは、個人だけでなく世帯が直面する
様々な所得のリスクに備え、望ましい社会保
障制度を政府が設計する上で、重要な政策的
示唆となりうる。世帯員別の稼得所得ならび
に消費行動をつぶさに見ていくことで、所得
や社会保障の給付が世帯内の誰に帰属する
かで、世帯内の消費の配分が強く影響される
ことを確認することができる。もし、稼得所
得の多寡により、それが Bargaining Power
の向上となり、それを通じて、各世帯員で消
費できる金額に違いが出てくることとなる
と、政府による給付は、世帯主に一様に支給
するのではなく、政策のターゲットとなる個
人を特定した上で、そのターゲットに対する
直接的な支援が可能となるような政策の設
計を行っていくことが不可欠であるかどう
かについて考察することができる。 
 
 
３．研究の方法 
本研究では、20～50 歳代の有配偶女性およ
び配偶者の家計行動を追跡調査できる、公益
財団法人家計経済研究所『消費生活に関する
パネル調査』（1993 年分～）を活用し、我が
国における 1990 年代から 2010 年代にかけて



の世帯間・世帯内資源配分問題を検証した。
大きく分けて、以下の二つの作業を行った。 
 
(1) 第一に、妻の就業が世帯所得格差に対す
る影響を検証するべく、夫のジニ係数と夫妻
合計所得のジニ係数の所得源泉別でジニ係
数を比較した(尾嶋 2011)。さらに、パネルデ
ータの特徴を生かし、妻のライフコース選択 
(第一子出産前後における就業選択)が、その
後の所得格差に対する影響の計測を行う。就
業履歴に着目した理由は、近年、企業におい
て育児と子育ての両立支援の充実が図られ
るようになり、出産・育児といったライフス
テージにおいて就業継続をする女性も多い。
継続的に就業をしている女性とそうでない
女性では、その後の稼得所得に違いが生じる
ことが予想される。 
 
(2) 第二に、妻の就業(稼得所得)が世帯内に
おける消費格差に対する影響の検証におい
ては、以前筆者は、相対的な賃金比（妻/夫）
が女性の相対的消費(妻/夫)を増加させると
いう分析結果(坂本 2008, 2012)を得ている。
今回の研究では、消費の不平等度尺度の再訂、
及び各世帯員別消費の世帯消費の不平等尺
度に対する寄与の計測を行った。 
Lise and Seitz(2011)が示すように、通常
の 不 平 等 尺 度 が 仮 定 す る 等 価 尺 度
(Equivalent Scale)の使用上の欠点は、世帯
構成員間に不平等がないことを暗に仮定し
ているが、先行研究(McElroy and Horney 1981, 
Browning et al.1994 など)から、消費配分が
所得源に依存し、世帯内の収入源が時間の経
過とともに変化した場合、等価尺度では消費
不平等の動向を不正確に描写されている可
能性がある。 
ここでは、通常の等価尺度を想定した場合

の個人消費の不平等度尺度(ジニ係数)と各
世帯員の個人消費情報に基づいて計算した
不平等度尺度の比較を行う。後者は、各世帯
構成員(夫、妻、子ども、その他の世帯員)別
の消費額を得られる「消費生活に関するパネ
ル調査」の特徴を生かして作成する。 
 
 
４．研究成果 
(1) 妻の所得の夫妻所得の格差への影響につ
いては、2000 年代初めまでは夫妻所得の格
差拡大に、2000 年代後半以降は格差縮小に
働いている。夫正規就業の場合、2000 年代
以降から格差縮小に働いている。夫 30 代で
は、妻の所得は夫妻の所得格差拡大に作用し
ているが、夫 40 代では、妻の所得は夫妻の
所得格差縮小に作用している。コホート別で
みると、各コホートとも妻の年齢が 20～30
代では妻所得は夫妻所得拡大効果を、40 代で
は縮小効果を持つことが確認された。 
第一子出産前後における妻の就業選択を

就業継続と離転職に分けた場合、妻所得と夫
妻所得のジニ係数は離転職グループの方が

大きい。また、妻所得は就業継続者と離転職
者の両グループにおいて夫妻所得の格差を
縮小させる効果を持つが、就業継続グループ
の方が格差縮小効果は大きい。今後、仮に就
業継続者が増加する場合、妻の所得は夫妻所
得格差をより縮小する方に作用することが
示唆される。 
 
(2) また、多様化する共働き世帯の実態を捕
捉するために、世帯内に内在する世帯間の不
平等がどのように推移しているのかを検証
した。特に、通常の不平等度尺度の計算にお
いて、世帯構成員間に不平等がない(等価尺
度)という問題点を考慮し(Lise and Seitz 
2011)、構成員間での不平等を踏まえた不平
等度尺度の推計を行った。等価尺度を想定し
た不平等度尺度と、各世帯員の消費情報に基
づいて計算した不平等度尺度の比較を行っ
た。 
分析結果から、各世帯員情報を活用したジ

ニ係数と比べ、等価尺度に基づくジニ係数は
10～20％過小推定されており、さらに片働き
世帯ほど両者の差が大きく、共働き世帯、特
に夫妻ともに正規就業者である場合は両者
の差が小さいことが確認された(片働き世帯
20～40%、共働き世帯 8～20%)。予想通り、等
価尺度は消費不平等の動向を不正確に示す
ことが確認された。また、妻が就業すること
による世帯内の所得源泉の変化は、夫妻間の
資源配分の不平等が解消される傾向がある
ことも確認された。 
この分析結果から得られる示唆としては、 

等価尺度の利用は、嗜好や収入源の差異にか
かわらず、夫や妻が消費を均等に分割し、世
帯内における格差は想定されない。がしかし、 
世帯内における消費格差を個別消費の情報
を活用することで計算した不平等尺度から、 
夫妻間における資源配分の違いがあること、 
また妻の働き方による違いから、就業によっ
て得られる稼得所得により、Bargaining 
Power が変化し、消費配分への影響がある点
が挙げられる。近年の女性就業の変化を鑑み
たとき、両者の差異が小さい共働き世帯が増
加することで、世帯内における資源配分が均
等であるとする等価尺度による個人消費の
不平等尺度の妥当性が高くなる可能性はあ
る。 
次に、世帯構成員別の消費が世帯全体の消

費の不平等度に対する影響についても考察
した。世帯消費の不平等に対する各世帯員別
消費の寄与度は、夫のための消費、子どもの
ための消費、妻のための消費の順で寄与度が
高い。この 20 年間で、夫のための消費の寄
与度は 2000 年以降急速に逓減しており、子
どものための消費の寄与度は細かく増減し
つつも大きな変化はなく、妻のための消費の
寄与度は逓増している。 
夫妻の働き方別にみると、片働き世帯では、

夫のため、子どものため、妻のための消費の
順で世帯全体消費の不平等度に対する寄与



度が高いが、共働き世帯になると、妻のため
の消費の世帯消費のジニ係数への寄与度が、 
夫のための消費と近似するほど高くなって
いる。今後、有配偶世帯が増加することで、
妻の消費が世帯消費の不平等尺度への影響
が高まることが予想される。 
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